
答申の概要 

諮問第 143 号 土地区画整理事業組合設立認可申請書の部分開示決定に係る異議申立て 

件 名      土地区画整理事業組合設立認可申請書の部分開示決定に係る異議申立て 

本件対象文書 
○○都市計画事業△△土地区画整理事業組合設立認可申請書のうち土地所有者

別地積調書 

非 開 示 理 由 条例第７条第２号（個人情報） 

実 施 機 関      静岡県知事（市街地整備室） 

諮 問 期 日      平成 17 年６月８日 

主 な 論 点      
土地区画整理事業区域内の関係権利者の「同意の有無」は、条例第７条第２号（個

人情報）に該当するか。 

審査会の結論 

静岡県知事が一部を非開示とした決定は、妥当である。 

 

審査会の判断 

１ 本件公文書の内容 

本件公文書は、法第 18 条に基づく土地区画整理組合設立認可に係る関係権利者の同意状況を

取りまとめた一覧表である。法第 18 条では、土地区画整理組合設立の認可を申請しようとする

者は、定款及び事業計画について、施行地区となるべき区域内の宅地について所有権を有する

すべての者及びその区域内の宅地について借地権を有するすべての者のそれぞれの３分の２以

上の同意を得なければならないとされている。当審査会において本件公文書を見分したところ、

本件公文書には、権利者ごとに氏名、住所、面積、筆数及び同意の有無が記載されている。 

 

２ 条例第７条第２号該当性について 

実施機関は、「同意の有無」に係る情報は、条例第７条第２号に該当すると主張しているので、

同号の該当性を検討する。 

(1) 同号本文該当性 

同号本文は、「個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と

照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）」を非開

示情報として規定している。 

実施機関は本件処分において本件公文書中の権利者の氏名を開示しているため、「同意の有

無」に係る情報は、同号本文の特定の個人を識別することができる情報に該当する。 

(2) 同号ただし書ア該当性 

同号ただし書アは、「法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予

定されている情報」を非開示情報の例外としている。 

法第 84 条第１項は、施行者に定款及び事業計画等の関係簿書の備付けを義務付け、同条第

２項により、利害関係者に当該簿書の閲覧又は謄写の請求を認めている。土地区画整理法施

行令第 73 条は、備え付けておかなければならない簿書として、「施行者が受けた行政庁の認

可その他の処分を証する書類」、「施行地区内の宅地について権利を有する者の氏名及び権利

の内容を記載した簿書」等を定めているが、「同意の有無」に係る情報が記載された本件公文



書は、当該備付簿書には当たらない。その他の規定を見ても、本件公文書を公衆の縦覧に供

するものとはされておらず、公告する事項にも当たらない。 

なお、本件公文書が当該備付簿書に該当するとしても、本件公文書の閲覧又は謄写の請求

をすることができるのは、法第 84 条第２項により、利害関係者に限られている。しかし、同

号ただし書アの「情報」は、登記簿のように法令等により何人でも閲覧等をすることができ

る公簿等の情報をいい、利害関係人に限って入手できる情報は含まれない。また、条例が定

めた情報公開制度は、何人に対しても、理由や目的を問わず開示請求を認める制度であるこ

とから、開示・非開示の判断に当たっては、開示請求者が誰であるかは考慮されないもので

あり、開示請求があれば誰に対しても同じ情報を公開する制度である。ゆえに、情報公開制

度に基づいて開示される情報は、何人にも開示されるものでなければならない。 

したがって、本件公文書は、「公にされ、又は公にすることが予定されている情報」とは認

められないことから、同号ただし書アには該当しない。 

(3) 同号ただし書イ該当性 

同号ただし書イは、「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要

であると認められる情報」を非開示情報の例外としている。当該規定は、個人情報を公にす

ることにより害されるおそれがある個人の権利利益よりも、人の生命、健康等の保護の必要

性が上回るときには、当該情報を開示しなければならないこととするものである。本件公文

書における「同意の有無」については、当該情報を公にすることにより保護される利益が、

各権利者個人の権利利益よりも上回るとは認められないことから、同号ただし書イには該当

しない。 

(4) 同号ただし書ウ該当性 

同号ただし書ウは、「公務員の職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該

公務員の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分」を非開示情報の例外としている。

本件公文書の内容は施行区域内の権利者に関する情報であるから、同号ただし書ウには該当

しない。 

 

したがって、本件公文書における「同意の有無」に係る情報は、条例第７条第２号に該当し、

非開示とすべきである。 

 


